



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































③州の任命する役員という ような者に委任すること が提案されている。 た
だ現法体系の中でも私(独裁）的事業管理については，幅広い変更を加え
ることによってその悪幣を十分侵食， 抹消することが可能である。拡大ざ
れつつあるこの様な責任を負わされた， この様な私的管理体制を甘受する
われわれの社会で既に特定の価値をもっている制度（委員会制度。人汽は，
の存立のために個人的な働きかけをすることが間われ社外専門家等の導入）
ている｡
144
(1)アーサー・ゴールドパーグ氏は，アメリカ連邦最高裁元半l事であり，この事件
｢社外取締役は監査者として行為しあるいは時にはまともな質問をすについて，
るのにさえ十分に独立した情報を収集することさえできない」という小文をニュ
－＝－ク・タイム紙に寄稿している。神崎前掲誌37ページ
Ⅳ結びに代えて
昨年10月24日開催された比較法制研究所の研究報告会のレジュメ本稿は，
当日時間の関係で報告を省略した箇所を再生させたものである。に手を加え，
質問を受けた。なかでも社外取当日は出席の諸先生から幾多の有益な助言，
社外が何を意味するかについての質問の解社内，締役という術語について，
答に全く窮してしまった。
ｉまない。今まで読んだアメ
るものを見出せない。そ＊
明解な解答は，本稿に於ても完全に果された訳で
リカの会社法に関する解説書でもそれを定義付け
，社外取締役の複雑な実
紹介論文を通じてある程
それはアメリカにおいてさえ，
態を完全に捕捉すること が困難な問題であることが
度おわかりいただけたと思う。
ことにわが国の取締役会・取締役については，昭和25年の商法改正を境に，
実務界に於て自治規則に基いた独自の慣行が行なわれ， それが商法の予想す
る行為規範をはるかに超えた細密なものとなりつつあることが鋭く指摘され
（１）
たこと力:あった。そこでは常務会のわが国での実態を明らかにし取締役会と
の関係を明らかにする試糸がなされた。ただそこでも捕捉すべき実態その屯
②
価を詳しくすればする程常務会の法律構のが流動的であるので，その法的評
成が困難なことが立証されている。
取締役の会社における地位を示す法律には， 商法第254条３項，第254条の
２という単純な規定があるが， それは正しく会社との関係を委任関係という
しかし取締役の実態についても，会社と単純な法律関係に集約してしまう。
の関係で純粋な受託責任の糸を負う者によって占められる訳ではない。例え
ば使用人兼務取締役のいない取締役会を探がすことはむずかしいであろう。
アメリカにおける社外取締役の実態（石田宣孝）１４５
英米では藍香控という会社機関の存在を欠いているから， ただちにアメリ
力の社外取締役と日本の取締役会， 取締役を比較することが合理性をしたな
いという批判も成り立つといえよう。 ただ前述の通り昭和25年商法改正で，
リカヘの接近は実務界ではとどまると取締役会制度のアメ ころを知らない。
わが国の監査役制度への不信は，アメリカにおける取締役会，取締役への不
不二サッシ事件で監査役の責任が迫信に通ずるところがないとはいえない。
セントラル事件で社外取締役の責任が追及されている及されるのと，ペン。
のとは偶然の一致とはいえまい。前掲の服部論文と同様これまた前掲の神崎
③
論文は，同じ経済同友会の実態調査を通じ，経営という行為規範の極めてあ
いまいな法領域 (例えば取締役の会社に対する善管義務とか忠実義務とか競業避止
義務とかいう一般行為規範は， 経営責任を一体どの程度追及出来るのであろう） I己
具体的基準を示す役割を示した｡これ等の業績に若干のアメ若干のアメリカ会社実務界
しかしアメリカにおいてもでの諸対応を附加えるのが本稿の目的であった。
社外取締役の取扱いについて今後に残された問題点の多さを知るべきである
う。
(1)服部栄三，常務会の序説的考察，
（昭和39年）
小町谷先生古稀記念．商法学論集83ページ
経済同友会の第１次調査（昭和32年）から第３次調査（昭和36年）を指す。(2)
(3) の実態経済同友会鐸営方策審議会（昭和52年１月下旬から２月中旬にかけて）
調査を指す。
